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成 22年に竣工した 7階建の市庁舎の 2階全フロアが図書館となっている。山梨県上野
                                                  
1公共施設白書、2009 秦野市 
災害時に機能を損なわない基礎自治体庁舎整備の PPPによる財源確保 
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出典：Wikipedia    
図２ 既存建物を活用した庁舎例 
災害時に機能を損なわない基礎自治体庁舎整備の PPPによる財源確保 
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 自治体庁舎と図書館（延床面積 3,000㎡）の合築 





 資金調達：事業費の 50％を地方債（金利 2％ 15年返済）で調達 
 建設費 ：300千円/㎡（立川市新庁舎の建設単価程度、図書館設備含む） 
 設計料 ：建設費の 3％ 





 資金調達：民間のプロジェクトファイナンス（金利 5％ 15年返済）で全 
額調達 
 庁舎規模：日本ファシリティマネジメント推進協会（ＪＦＭＡ）の 2007 
年ベンチマーク調査の平均値5をもとに算定 
      ただし、議事堂面積は総務省の起債許可基準面積に基づき算定 
          文化・交流機能等は合築する図書館で代替 
 建設費 ：基礎自治体庁舎の PFI事業事例をもとに従来建設費の 10％減 
と想定 
 設計料 ：建設費の 3％ 
 備品等 ：建設費の 3％ 
 
 
                                                  
4 実際の立川市新庁舎は地下駐車場を整備したこと等により、起債面積基準より延床面積は大きく
なっている。 
5 日本ファシリティマネジメント推進協会、ＦＭベンチマーク報告書 2007 年 p.27,28  
    なお、一人当たり面積調査の標本数は 64 件、有効面積比率調査の標本数は 38 件 
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建設費 単価300千円/㎡ 6,834 百万円 単価（一般発注の1割減） 4,291 百万円
設計料 （建設費×3％） 205 百万円 （建設費×3％） 129 百万円
備品・什器等 （建設費×3％） 205 百万円 （建設費×3％） 129 百万円





債務返済額 4,195 百万円 6,474 百万円
その他の資金 3,622 百万円 ―
総事業費 7,817 百万円 6,474 百万円
従来発注 ＰＰＰ事業
表３ モデル事業の総事業費 
事務室 換算職員数 事務室有効面積 一人当たり事務室有効面積
（換算職員数×4.5㎡） 　特別職（4人）×20.0 80 人 （一人当たり面積   執務室面積 8.51 ㎡
　部長級（10人）×9.0 90 人 ×590人）   業務支援面積 2.77 ㎡
　課長級（48人）×5.0 240 人   情報支援面積 0.88 ㎡
　係長級（153人）×2.0 306 人   生活支援面積 0.9 ㎡
　一般（技）（98人）×1.7 166 人   通路面積 1.22 ㎡
　一般（事）（277人）×1.0 277 人   一人当たり有効面積 14.28 ㎡
　換算職員数 1,159 人
5,215 ㎡ ① 8,425 ㎡ ⑨
倉庫 ①×0.13 677 ㎡ ② 共用部等面積
会議室等 人数×7㎡ 4,130 ㎡ ③
玄関・ホール等 ①②③×0.4 4,008 ㎡ ④ 3,577 ㎡ ⑩
小計（①＋②＋③＋④） 14,030 ㎡ ⑤ 小計（⑨＋⑩） 12,002 ㎡ ⑪
議事堂面積 1,190 ㎡ ⑥ 議事堂 従来同等 1,190 ㎡ ⑫
文化・交流機能等 2,280 ㎡ ⑦ 文化・交流機能等 図書館で代替 ― ⑬
小計（⑤＋⑥＋⑦） 17,500 ㎡ ⑧ 小計（⑪＋⑫＋⑬） 13,192 ㎡ ⑭
図書館 3,000 ㎡ 図書館 合築による共用部面積10％減と想定 2,700 ㎡
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モデル事業の比較において、公共施設の合築 PPP事業による自治体負担額の削減率は 



























                                                  
6落札時のＶＦＭ：九段第３合同庁舎・千代田区役所本庁舎整備等事業 37％ 
   （仮称）東根市消防庁舎整備事業  10％ 
   横浜市瀬谷区総合庁舎及び二ツ橋公園整備事業 9.1％ 
   京都府伏見区総合庁舎整備等事業  7.0％ 
   沼津市消防本部・北消防署庁舎整備事業  9.7％ 
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計の合理化等により、建設費を合理的に圧縮することが可能と考えられる。 
 
以上の通り、自治体庁舎の整備にあたっては PPP 手法が有効に機能することが明ら
かになった。耐震性に疑問のある老朽化庁舎を早期に整備し、市民、職員の生命の安全
を確保するとともに、財政負担をできるだけ小さくする手法として推進されることを期
待したい。 
 
（編注）本稿は、2011 年度東洋大学大学院経済学研究科公民連携専攻における最優秀論文の要約版で
ある。 
 
